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美濃加茂市監査委員告示第３号  

 

  地方自治法第１９９条第９項の規定により、同条第７項の規定による

監査（財政援助団体等に対する監査）の結果に関する報告を別紙のとお

り公表する。 

 

   平成２７年３月５日 

 

美濃加茂市監査委員   西 田 英 彦                         

同       村 瀬 正 樹 
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平成２６年度 財政援助団体等の監査報告書 

 

１ 監査の種類 

  地方自治法第１９９条第７項の規定による監査 

 

２ 監査の対象 

(1) 美濃加茂市木曽川右岸用水土地改良区 

   所管部署 産業建設部農林課 

(2) 特定非営利活動法人「宿木」 

    担当部署 産業振興部産業振興課 

 

３ 監査の実施期間  

平成２６年１２月２日（火）から 

  平成２７年１月３０日（金）まで 

 

４ 監査の実施場所  

監査委員事務局及び現地施設 

 

５ 監査の方法 

  今回の監査においては、関係書類を事前に提出させ、関係職員等から

説明を聴取し、①補助金を交付する目的及びその根拠、②補助金の内容

が明確になっているか、③補助額の算定方法、交付時期及びその手続き

が適正に行われているかを着眼点に置いて監査を実施した。 

 

６ 監査の結果等 

  美濃加茂市木曽川右岸用水土地改良区に対する補助金執行状況及び特

定非営利活動法人「宿木」に対する補助金執行状況については、次のと

おりである。 
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【美濃加茂市木曽川右岸用水土地改良区】 

 

１．土地改良区の概要 

美濃加茂市木曽川右岸用水土地改良区は昭和４４年４月に、農業の生産

性向上・農業生産の増大・農業生産の選択的拡大及び農業構造の改善を目

的として設立され、ほ場整備や農道・用排水路の工事を行ってきている。 

 美濃加茂市木曽川右岸用水土地改良区の現在の状況は、受益面積３，３

８５ha、計画面積２，００４ha、配水面積１，０５２ha（田・畑・樹園地

など）、平成２５年度の組合員数３，０５２人、総代会の総代は４３名、

理事１４名・監事３名、職員は事務局長他３名で、総延長２８０km のパイ

プライン及び揚水機場の施設の管理を行っている。 

 

２．美濃加茂市木曽川右岸用水土地改良区各決算状況 

１）美濃加茂市木曽川右岸用水土地改良区一般会計決算 

（収  入）１９４，５１１千円 

（支  出）１８４，３５７千円 

（差引残額） １０，１５４千円 

  平成２５年度の美濃加茂市木曽川右岸用水土地改良区一般会計決算に

おいては、歳入のうち、組合費の調定額５５，９５４千円に対し収入済

み額４６，７１４千円（８３．５％の収納率）未収入額９，２４０千円

がある。補助金は市から１０２，２１８千円、繰入金は転用決済金及び

財政調整基金から３０，５００千円、雑入６０７千円、繰越金１１，３

２３千円、交付金３，１５０千円の合計１９４，５１２千円に対し、支

出は、事務所費１８，５３５千円は会議費・役員報酬及び職員給与等で

あり、適正化事業２，６９８千円、維持管理費１５，５１１千円は維持

管理組織推進費や揚水機場の電気料及び用水施設の修繕費や土地改良施

設維持管理交付金となっている。負担金は水資源機構及び土地改良区連

合などに１４４，０１５千円、償還金及び利子３，４３６千円、選挙費

１６２千円合計１８４，３５７千円の差引残額が１０，１５４千円とな

っている。 
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２）美濃加茂市木曽川右岸用水土地改良区農地転用決済金会計決算 

（収  入）２９９，０３３千円 

（支  出） ２８，５００千円 

（差引残額）２７０，５３３千円 

平成２５年度農地転用決済金会計では、収入のうち負担金が一般転用

６．２ha 分１２，４５７千円、前年度繰越金２８６，１５７千円、雑収

入の預金利子４１８千円の合計２９９，０３３千円、歳出の繰出金は一

般会計へ２８，５００千円の支出額、差引残額２７０，５３３千円とな

っている。 

 

３）美濃加茂市木曽川右岸用水土地改良区退職手当積立金会計決算 

（収  入） １７，１５１千円 

（支  出）      ０千円 

（差引残額） １７，１５１千円 

退職積立金の繰入金８４５千円は、職員１名分の退職手当の積立であ

り、雑収入５千円は預金利子である。 

 

４）美濃加茂市木曽川右岸用水土地改良区財政調整基金会計決算 

（収  入） ７３，６０８千円 

（支  出）  ２，０００千円 

（差引残額） ７１，６０８千円 

  財政調整基金では、収入の繰越金７３，５８７千円、雑収入２１千円

合計７３，６０８千円、また、支出の繰出金は一般会計へ２，０００千

円の繰出し、差引７１，６０８千円の繰越がある。 

以上３会計の残高は、それぞれ銀行等で発行している残高証明書によ

り確認をしている。 

 

３．補助金の執行状況 

 平成２５年度美濃加茂市からの補助金は、以下のとおりである。 
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事   業   名 金  額 

1.木曽川用水施設緊急改築事業費補助金（H21～H26） 64,982,000 円 

2.木曽川用水施設緊急改築事業費補助金（H14～H30）  18,702,051 円 

3.木曽川右岸用水土地改良区運営補助金 6,872,000 円 

4.木曽川右岸用水土地改良区施設維持管理費補助金 6,570,000 円 

5.木曽川右岸用水農道舗装事業借入償還元利補給事業補助金 3,435,933 円 

6.木曽川右岸用水施設保全対策事業補助金 306,000 円 

7.土地改良施設維持管理適正化事業費補助金 1,349,500 円 

合   計 102,217,484 円 

 

木曽川用水施設緊急改築事業費補助金（H14～H30）は、平成８年度から

平成１３年度までに行った事業で緊急改築事業の借入金に対する償還金で

毎年同額の補助を行い平成３０年度で完結する。また、平成２１年度から

平成２６年度の緊急改築事業は、総工費４０億円で平成２５年度は１５億

５千万円の事業に対し市補助金を加え８４，４２０千円を市土地改良区か

ら水資源機構へ負担金として支払いを行っている。 

木曽川右岸用水土地改良区運営補助金は、職員の給与等である。 

木曽川右岸用水土地改良区施設維持管理費補助金は、工区ごとの面積按

分により各工区の管理費として２，１００千円の交付金の配布と土地改良

連合管理の揚水機場の電気料等に４，４７０千円を支出ている。 

農道舗装事業借入償還元利補給事業補助金は、当初農道舗装を行った工

事費の借入元金１１６，０９１千円に対して昭和５４年度から平成３１年

度までの４１年間で借入れ償還に対する利子補給を行っている。 

木曽川右岸用水施設保全対策事業補助金は、水資源機構の管理費負担金

で行政の負担割合が３０６千円、市土地改良区からは合計７，０８９千円

を水資源機構に負担している。 

土地改良施設維持管理適正化事業費補助金は、岐阜県土地改良事業団体

連合と委託契約を行い、５年間計画で用水の施設改良事業に対して国県補

助等を除いた土地改良区の支払う負担金の２分の１を市が補助している。 
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４．監査結果 

今回の監査において、着眼点を元に実施した結果については、おおむね

適正に執行されていると認められたが、次のことについて改善及び検討を

要する事項も見受けられた。 

 

１）補助金交付申請について 

   平成２５年度の美濃加茂市木曽川右岸用水土地改良区から美濃加茂

市への補助金交付申請書及び実績報告書を確認したところ、補助金交

付申請書や実績報告書などの起案文書の収受・施行日が記載されてい

ない。 

 

 ２）補助金交付実績について 

   木曽川右岸用水土地改良区施設維持管理費補助金については、パイ

プラインの修繕箇所など詳細な履行確認に努められたい。 

 

５．監査意見 

 １）賦課徴収金の収納状況では、毎年収納率が低下しており、未収入額

が増加していることから、収納率向上のための対策を講じられたい。

また、破産や所在不明者による不納欠損の対応も検討されたい。 

 

 ２）土地改良区が管理する末端のパイプラインは膨大な距離を有してお

り管理が大変である。耐用年数や漏水の頻度が大きい地区を優先し改

修工事に努められるよう対処されたい。 

 

３）土地改良区施設維持管理交付金を各地区に交付されているが、その

報告書が各地区任意の様式になっていることから、統一した様式で行

うよう対処されたい。 

 

４）補助事業の実績確認にあたっては、美濃加茂市木曽川右岸用水土地

改良区から提出されている多くの補助事業があるため、実績報告書だ
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けに頼ることなく、補助事業対象の内容を確認するヒアリングを実施

され、適切な検証や指導を行われたい。 

 

最後に、美濃加茂市木曽川右岸用水土地改良区が発足して４５年が経過

している中で、水資源機構が行う緊急改築事業は元より末端の土地改良区

の管理するパイプラインの修繕も頻繁に行われていることから、耐用年数

が今後到来し布設替えの必要が迫る中、早期に長寿命化計画の作成を行い

用水の安定供給に努めていただきたい。 
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【特定非営利活動法人 宿木】 

 

１．特定非営利活動法人宿木及び中山道会館の概要 

  平成１６年に市が中山道会館建設計画を発表された機会に、太田宿草

鞋の会、中山道若衆会、中山道発展会の三団体により中山道会館建設促

進協議会を結成し、建設のためのワーキングスタッフとして参加してき

た。 

  平成１７年９月に特定非営利活動法人（NPO）の設立を行い平成１８年

１月に法人の認可を受け、４月に指定管理者として市と契約を行い中山

道会館の開設を行ってきた。 

  平成１８年度から３年間の協定を締結して年間１４，１７６千円の指

定管理料で、中山道会館始め・糸遊庵や回廊・屋外便所の管理運営を行

ってきている。平成２１年度からは５年間の協定により年間１１，４３

３千円で運営を行い、平成２６年度からは、消費税のアップに伴い１３，

０００千円で協定を締結し管理運営を行っている。 

 中山道会館の利用者は、平成１９年度５万４千人から平成２４年度ま

では毎年増加して９万８千人の利用者があった。２５年度は８万９千人

と減少したものの２６年度の前期では２４年度を上回る利用状況である。 

 また、平成２２年度に市が中山道観光客の利用者増加を促進するため

会館北側にバス駐車場を整備し、団体利用者の増加を図っている。 

項 目 H25 H24 H23 H22 H21 H20 H19 

売上（千円） 19,326 21,415 20,653 19,164 17,553 17,638 13,117 

入館者数（人） 88,998 98,150 95,698 90,067 75,452 63,527 53,918 

バス（台） 85 132 95 82    

特定非営利活動法人宿木の会員は２６年度３６名で当初から会員の減少

傾向となっている。 

役員は、理事８名、監事２名、中山道会館の従業員は、事務所が正社員

２名（事務局長含む）パート３名、喫茶部門では、パート１５名で管理運

営を行っている。 

中山道の開館時間は、午前９時から午後５時まで、月曜休館日（ただし
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祝日は翌日休館）としている。 

 

２．特定非営利活動法人宿木平成２５年度決算状況 

１）一般会計決算 

（収入額）  １４，６６６千円 

（支出額）  １５，０９１千円 

（差引残額）   △４２５千円 

収入の部では、会費３４０千円、委託金市や商工会議所などから１１，

８７３千円、事業収入では、使用料やイベント売上に８６７千円、負担

金交流会や体験教室で８０千円、雑入６千円、収益事業から１，５００

千円の繰入れを行い合計１４，６６６千円となっている。 

支出の部では、施設管理費５，３００千円、施設事業費では、イベン

ト交流事業・広報・学習普及事業など１，８８３千円、会員事業費では

視察・交流事業に３３１千円、管理費では、人件費関係など７，５７７

千円合計１５、０９１千円となっており、差引△４２５千円となってい

る。 

実質２４年度からの繰越額２，７６８千円に収入支出差引額△４２５

千円を加えると２，３４２千円の繰越額が生じる。 

 

２）収益事業会計決算 

（収入額）  １９，３２８千円 

（支出額）   １８，９８１千円 

（差引残額）    ３４７千円 

収入の部では、売上収入として飲食・物販・野菜など１９，３２７千

円と雑入１千円の合計１９，３２８千円なっている。 

支出の部では、仕入れが喫茶・物販・野菜で９，７３７千円、諸経費

として人件費・消耗品費・光熱水費や租税公課など７，７４４千円、一

般会計への繰出しが１，５００千円の合計１８，９８１千円なっている。 

実質２４年度からの繰越額１，７７１千円に収入支出差引額３４７千

円を加えると２，１１８千円の繰越額が生じる。 
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 一般会計と収益事業合わせた繰越額は４，４６１千円となる。 

また、平成２５年度の貸借対照表では、資産の部の流動資産において、

現金預金で１１，７１７千円、貯蔵品６４千円、固定資産では建物６０

３千円の資産の部合計１２，３８５千円である。 

 負債の部では、流動負債未払い金及び買掛金など３，１８５千円、余

剰金の繰越金では、一般・収益・固定資産５，２００千円、事業運営振

興資金積立４，０００千円の合計９，２００千円の負債の部合計１２，

３８５千円となっている。 

 

４．監査結果 

今回の監査において、着眼点を元に実施した結果については、おおむね

適正に執行されていると認められたが、次のことについて改善及び検討を

要する事項も見受けられた。 

 

１）指定管理料の積算について 

美濃加茂市は平成２６年度の特定非営利活動法人宿木との協定で、

それに伴う指定管理料の算出根拠の決裁文書の数値が間違っている箇

所が見受けられたので十分検算を行われ確認されたい。 

 

５．監査意見 

１）特定非営利活動法人宿木は指定管理者として９年目を迎え、年々着

実に来館者が増えており、理事長はじめ会員等のご努力に敬意を表し

たい。 

 

 ２）施設管理費の経費削減に伴い光熱水費の電気代が大きく占めている

ことから費用対効果を含め、市は蛍光灯からＬＥＤ照明に替え電気代

の削減を検討されてはどうか。 

 

３）中山道会館の利用者の増加や木曽川堤防の散策者が増加しているこ

とから、万が一の対応のためにも市はＡＥＤの設置を検討されたい。 
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最後に、中山道会館は、歴史・文化の情報発信の施設でもあり、また、

地域の憩いの場として美濃加茂市が進めている「かわまちづくり基本計画」

の中でも地域資源として大きな役割を担っていることから、特定非営利活

動法人宿木のますますの活躍を期待したい。 

今後の事務処理に当たっては、上記に記載したことを考慮して、適正に

事務手続きを行っていただくようお願いしたい。 

 


